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分担研究報告書 

 
鶏肉の細菌汚染実態及び食鳥処理場における衛生管理に関する研究 

 
研究分担者  岡田由美子 国立医薬品食品衛生研究所食品衛生管理部 
研究協力者 吉冨真理  国立保健医療科学院生活環境衛生部 

                             
研究要旨 

平成 30 年の食品衛生法一部改正による HACCP 制度化を受けて，令和 2 年 5
月に厚生労働省より「と畜検査員及び食鳥検査員による外部検証の実施につい

て」（生食発 0528 第 1 号，生活衛生・食品安全審議官通知）が発出され，大規

模食鳥処理場における「HACCP に基づく衛生管理」の状況が検証されることと

なった．それ以降，外部検証によるカンピロバクター，腸内細菌科菌群数及び

生菌数の定量的解析が食鳥処理工程の最終冷却後に首皮検体等を用いて行わ

れ，それらのデータは各処理場における衛生管理の基準値の根拠として用いら

れると共に，全国におけるデータの蓄積が行われている．本研究では令和 2 年

の外部検証開始後の，鶏肉製品（食鳥処理場での購入品，収去品及び市販品）

の食中毒菌汚染状況について，文献調査を実施してその把握を行った．また，

同時期における諸外国での文献から，国内の食鳥処理場での衛生向上に役立て

うる新知見を含む論文を抽出した．その結果，2020 年以降の報告では鶏肉製品

中のサルモネラ及びカンピロバクターの食中毒菌の汚染率は，それぞれ 16.1％
～58.1％及び 28.6％～92.2％であることが示された． 

諸外国での食鳥処理における知見の収集では，過酢酸の食中毒菌低減効果を

検証する論文が見いだされた一方，過酢酸に安定剤として含まれる物質である

1-ヒドロキシエチリデン 1,1-ジホスホン酸(HEDP)が食肉に残存しうることが

示されており，過酢酸の使用時の濃度及び暴露時間等の管理を HACCP プラン

に含めることが推奨されていた． 

  
A. 研究目的 

近年，日本国内の細菌性食中毒の事件数は

カンピロバクターによるものが 1 位となって

おり，その原因食品は加熱不十分な鶏肉の事

例が多い．国内で製造される鶏肉の安全性確

保を目的として，また，平成 30 年の食品衛生

法一部改正による HACCP 制度化を受けて，

令和 2 年に厚生労働省より通知が発出され，

大規模食鳥処理場における「HACCP に基づ

く衛生管理」の状況が検証されることとなっ

た．食鳥処理工程の最終冷却後に首皮検体等

を用いた外部検証試験が行われ，カンピロバ

クター，腸内細菌科菌群数及び生菌数の定量

的解析データが各処理場における衛生管理

の基準値の根拠として用いられている．また，

それらのデータは厚生労働省に集積され，厚

生労働行政に資する研究等に活用されてい

る．一方，細菌性食中毒の発生防止には，一

般消費者が購入する時点での食肉・食鳥肉の

汚染実態の把握も必要である．本研究では，

外部検証開始後の市販の食肉製品の衛生実

態を把握することを目的として，国内の食鳥

処理場で外部検証が開始された 2020 年前後

の日本国内における食鳥処理済み及び市販

鶏肉の食中毒汚染実態に関する文献調査を

行った．また，国内食鳥処理における衛生向
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上の参考としうる新知見を得る目的で，諸外

国における食鳥処理施設での食中毒菌汚染

の低減方法に関する文献調査を実施した． 

 

B. 研究方法 

1）日本国内における食鳥処理済み及び市販

鶏肉の食中毒汚染実態に関する文献調査 

文献調査には，国内医学文献データベース

である医中誌及び米国 National Center for 

Biotechnology Information（NCBI）の生物医学

文献データベース Pubmed 及び Elsevier 社の

ウェブサイトである ScienceDirect を用いた．

日本国内でHACCPが完全制度化された 2020

年（令和 2 年）前後である 2019 年～2024 年

に報告された，日本国内の食鳥処理済み及び

市販の鶏肉における食中毒菌の汚染実態に

関連する文献を検索した（最終確認日：2024

年 3 月 26 日）．キーワードには「食品」「細

菌」「鶏肉」「Campylobacter」「Salmonella」

「Chicken slaughterhouse」等を用いた． 

 

2）諸外国における食鳥処理施設での食中毒

菌による汚染の低減方法に関する文献調査 

医中誌，Pubmed及び ScienceDirectを用い，

2022 年～2024 年における食鳥処理施設での

食中毒菌による汚染の低減方法に関する論

文を検索した．野菜類の細菌汚染実態調査に

関する文献を検索した（最終確認日：2024 年

3 月 26 日）．キーワードには「食品」「食中毒

菌」「鶏肉」「食鳥処理」「Campylobacter」

「 Salmonella 」「 Chicken slaughterhouse 」

「sanitize」等を用いた． 

 

C．研究結果 

1）日本国内における食鳥処理済み及び市販

鶏肉の食中毒汚染実態に関する文献調査 

今回の調査結果概要を表 1 に示した．2019

年以降に報告された，食鳥処理場での処理済

み鶏肉（収去品または購入検体）及び市販の

鶏肉における食中毒菌の汚染実態調査報告

は，サルモネラ 15 件，カンピロバクター11

件，リステリア・モノサイトゲネス 1 件，

Escherichia albertii3 件，ウエルシュ菌 2 件及

びエルシニア 1 件が見いだされた．対象検体

を生の鶏肉と明記している文献におけるサ

ルモネラの汚染率は，2019 年までの調査年の

報告（5 件）で 7.5％～100％であり，2020 年

以降の調査年の報告（9 件）では 16.1％～

58.1％となっていた．同様にカンピロバクタ

ーについては，2019 年までの調査年の報告（4

件）で 24.5％～75.9％であり，2020 年以降の

調査年の報告（6 件）では 28.6％～92.2％とな

っていた．リステリア・モノサイトゲネスは

当該時期における報告は 1 件のみで，2018 年

から 2019 年の調査で 40％の陽性率を示して

いた．E. albertii は鶏肉の調査では汚染が見ら

れず，内臓のみ9.1％の汚染率を示していた．

ウエルシュ菌は 9.5％及び 12.9％の汚染率で

あったが，エルシニアは鶏肉及び内臓から分

離されなかった． 

 

2）諸外国における食鳥処理施設での食中毒

菌による汚染の低減方法に関する文献調査 

ScienceDirect での検索において，「chicken, 

slaughterhouse, campylobacter, sanitize」のキー

ワードで抽出された論文は 2022 年に 9 報，

2023 年に 16 報，2024 年に 8 報であった．

「 chicken, slaughterhouse, campylobacter, 

sanitize」のキーワードでは 2022 年に 12 報，

2023 年に 29 報，2024 年に 10 報であった．

Pubmed では，当該期間内に 29 報が抽出され

た．それらから重複を除外し，内容を精査し

て日本国内での食鳥処理における食中毒菌

数管理の参考になりうる論文として，表 2 に

示した 5 報が挙げられた．諸外国において食

鳥処理場で用いられている消毒薬に関する
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文献では，過酢酸製剤の有効性が紹介された

ものがあり，塩素剤よりもサルモネラに対す

る低減効果が高いとする論文も見られた（表

2，Leone ら）．一方で，過酢酸製剤に配合さ

れている成分のうち，食肉に残存しうるもの

として 1-ヒドロキシエチリデン 1,1-ジホス

ホン酸(HEDP)が挙げられており，過酢酸製剤

濃度，暴露時間等を HACCP プランで管理し，

残留物のモニタリングを行うなどの対策を

取ることが推奨されていた． 

  

D. 考察 

本研究での調査により，2020 年前後に国内

で報告された食鳥処理場での処理済み鶏肉

（収去品または購入検体）及び市販の鶏肉に

おけるサルモネラの汚染率は，2019 年までの

調査年の報告（5 件）で 7.5％～100％であり，

2020 年以降の調査年の報告（9 件）では 16.1％

～58.1％となっていた．同様にカンピロバク

ターについては，2019 年までの調査年の報告

（4 件）で 24.5％～75.9％であり，2020 年以

降の調査年の報告（6 件）では 28.6％～92.2％

となっており，大きな変化は見られなかった．

現在では食鳥処理工程でのカンピロバクタ

ー汚染調査は，外部検証として定量的に実施

されているが，鶏肉製品のカンピロバクター

汚染についての定量的解析結果の報告は現

時点でほとんど見られなかった．サルモネラ

やリステリア等と異なり，カンピロバクター

は鶏肉の保存中に増殖することはないため，

市販鶏肉中の汚染菌量が低減するほどカン

ピロバクター症の発生リスクは減少すると

考えられることから，製品中の汚染菌量の把

握が重要となる．市販鶏肉製品におけるカン

ピロバクター汚染実態の正確な把握のため

には，今後定量的な解析結果の情報が必要に

なると思われた． 

食鳥処理施設での食中毒菌による汚染の低

減方法に関する文献調査では，国内で広く

用いられている塩素剤以上に，過酢酸の食

中毒菌低減効果が高いことを示す文献が複

数見いだされた．過酢酸の有効性について

は過去の厚生労働科学研究でも検証されて

いる（令和 4 年度厚生労働科学研究補助金 

食品の安全確保推進研究事業「食鳥処理場

における HACCP 検証手法の確立と食鳥処理

工程の高度衛生管理に関する研究」）．一方

で，今回の調査で見いだされた文献では，

過酢酸の安定剤として配合されている成分

が食肉に残存しうることが示されていた．

食肉，食鳥肉を含む食品製造工程で用いる

ことが認められている消毒薬の種類は国に

よって異なり，諸外国での使用実績をもと

にただちに我が国に導入できるとは限らな

いため，導入には確認が必要となる．ま

た，国内で使用している薬剤の中には，国

によっては使用を認めていない成分が含ま

れている場合もあり，輸出用製品の製造時

についても相手国の要綱を確認すると共

に，最新情報の確認が必要と考えられる． 

 

E. 結論 

令和 2 年の食鳥処理場での外部検証導入前

後に調査・報告された，国内の市販鶏肉及び

収去品等における食中毒菌汚染実態につい

ての文献調査を行った．その結果，2020 年以

降の報告では鶏肉製品中のサルモネラ及び

カンピロバクターの食中毒菌の汚染率（定性

試験結果）は，それぞれ 16.1％～58.1％及び

28.6％～92.2％であり，2016～2019 年に実施

された結果と大きく変わらないことが示さ

れた．一方，現在の食鳥処理工程における外

部検証とは異なり，鶏肉製品のカンピロバク

ター汚染についての定量的解析結果の報告

はほとんど見られず，同菌汚染実態の正確な

把握のために今後それらの情報が必要にな
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ると思われた． 

諸外国での食鳥処理における，国内での衛

生管理向上に役立てうる情報の収集では，

過酢酸の有効性が示される一方で，過酢酸

に含まれる安定剤の成分が食肉に残存しう

ることから，過酢酸の濃度，暴露時間等の

使用管理を HACCP プランに含めることが推

奨されていた． 

 

F. 研究発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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